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日本列島下の速度構造は 3 次元的に不均質なものであり，それは震源から都市圏に地震動が伝わる過程に多大な影

響を及ぼす．したがって，長周期地震動とそのハザードをシミュレーションする上では，日本列島全体の高精度な 3
次元地下構造モデル（速度構造モデル），それも主に地質情報から構築された全国０次地下構造モデルに加えて，各種

探査や地震観測の結果を総合した全国１次地下構造モデルを構築しておくことが重要である．わが国における地域規

模の 3 次元地下構造（速度構造）の標準的なモデル化手法はすでに提案している．そこでは各種探査結果や自然地震

観測などのさまざまなデータを，同時にあるいは順次利用してモデル構築がなされることになっており，この手法を

首都圏の地下構造に適用した参照速度構造モデルが構築されている．このモデルは主に長周期地震動予測地図作成の

ために用いられるので，モデル化の最後のステップで地震動の観測記録とシミュレーション結果を比較することによ

り，モデルが調整されている．首都圏参照速度構造モデルの構築により，標準モデル化手法の妥当性が確認されたの

で，今後はこれを中部日本，東部日本，西部日本に適用し，最終的には防災科研などによる 1 次地下構造モデルと併

せて，全国 1 次地下構造モデルへ統合することをめざす．また，それらのモデルを用いて，来るべき想定東海地震や

東南海地震，南海地震，宮城県沖地震による長周期地震動，およびその応答スペクトルなどをシミュレーションし，

その結果に基づく長周期地震動予測地図を平成 20 年度末から 21 年度末にかけて，順次公開していく予定である．  
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１．はじめに 
日本列島はいろいろなプレートが関連する複雑なテク

トニクスの中にあるとともに，主要な都市圏のほとんど

が堆積平野や堆積盆地に位置している．これらの地理的

条件により列島下の速度構造は 3 次元的に不均質なもの

であり，それは震源から都市圏に地震動が伝わる過程に

多大な影響を及ぼす．したがって，わが国の地震ハザー

ドを考える上では，日本列島全体の高精度な 3 次元地下

構造モデル（速度構造モデル）を構築することが極めて

重要である． 
 
２．全国１次地下構造モデル 
高精度な 3 次元地下構造モデルとしては，主に地質情

報から構築された防災科研の全国０次地下構造モデル

(藤原・他, 2006)1)を基にして，各種探査や地震観測の結

果を総合した全国 1 次地下構造モデルを構築しつつある．

纐纈(2006)2)および纐纈・他(2006)3)はすでに，わが国にお

ける地域規模の 3 次元地下構造（速度構造）の標準的な

モデル化手法を提案している．そこでは屈折法／反射法

地震探査，重力探査，表層地質，ボーリング，微動探査，

自然地震観測などのさまざまなデータを，同時にあるい

は順次利用してモデル構築がなされることになっており，

この手法を首都圏の地下構造に適用した参照速度構造モ

デルが構築されている(Koketsu et al., 2008)4)．このモデル

は主に長周期地震動予測地図作成のために用いられるの

で，モデル化の最後のステップで地震動の観測記録とシ

ミュレーション結果を比較することにより，モデルが調

整されている． 
首都圏参照速度構造モデルの構築により，標準モデル

化手法の妥当性が確認されたので，今後はこれを全国に

順次適用していくことになるが，図 1 に示すように 2005
年版「全国を概観した地震動予測地図」においてシナリ

オ地震予測が行われた地域などでは，地下構造モデルの

ある程度の高精度化（0.5 次モデル化）が行われている．

また，様々なプロジェクトにより１次地下構造モデルが

作られている地域もある．そこで，地震調査研究推進本

部・地下構造モデル検討分科会では，それらを除いた図

1 の黒点線の地域で優先的に１次モデル化を進めている．

本振興調整費においても平成 19 年度に宮城南部・福島地

域の１次モデル化行った．平成 20 年度には南海地域の１
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次モデル化を行う予定である．このほか，防災科研は平

成 19 年度に九州地域全域の１次地下構造モデルを構築

した．最終的にはこうした１次モデル，0.5 次モデルを全

国的に統合して，全国 1 次地下構造モデルを構築するこ

とをめざしている． 

 
図 1 地下構造の高精度モデル化（1 次モデル化）地域． 

 
 

３．長周期地震動予測地図 
全国１次地下構造モデルを構築する根拠として，長周

期地震動予測地図の作成を，大都市大震災軽減化特別プ

ロジェクト Iの成果(Miyake et al., 2007)5)も活用しながら，

平成 20 年度末から 21 年度末にかけて東大地震研を中心

に行う．発生確率の非常に高い３海溝型地震群（宮城県

沖地震，想定東海・東南海地震，南海地震）を対象とし

て，シナリオ型の長周期地震動予測を行う．長周期地震

動であるので，短周期地震動のハイブリッド合成は行わ

ない．予測対象地域は図 2 の深緑枠の地域を想定する． 
シナリオ地震予測された長周期地震動に対して速度応

答スペクトルを計算し，いくつかの周期，たとえば周期

5 秒，7 秒，10 秒などの応答スペクトル値を取り出して，

周期ごとに予測対象地域内の分布図を作成する．これを

もって長周期地震動予測地図として，代表地点の地震動

波形と併せて公開する．想定東海・東南海地震および宮

城県沖地震の長周期地震動予測地図は平成 20 年度末を

目標に作業を進めており，できるだけ同時期に公開予定

の 2009 年版「全国を概観した地震動予測地図」に含めら

れることをめざしている．南海地震の長周期地震動予測

地図は平成 21 年度になる予定である． 
 

 
図 2 長周期地震動予測地図の対象地域案． 
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